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NPOの 台頭 と社会教育行政の埋没化をめ ぐる一考察

福 鳴 順

【要 旨】

近年 のNPOと 社会教育行政 をめぐる状況は、社会教育行政のあ り方 の見直 しを迫るものとな ってお り、その課題

を明 らかにす ることが本論文の 目的である。始 めに、NPOの 台頭 が市民一行政関係における社会教育行政の地位の

相対的な低下 を招いているこ とを示 し、 これを社会教育行政の埋没花状 況 ととらえた。 これが社会教育原理や社会

教育行政 の見直 しを迫 るものであるとい う問題意識 のもと、社会教育行政 が直面す る問題 を明 らか にす ることを 目

的 として、社会教育行政 の国家関与型制度化 の限界 と問題 、社会教育行政職員の専 門性の限界 について論 じた。

今後求 められ る研 究課題 と して、社会教 育行政 中心の社会教育観 を転換 し、その専門性概念 を再構築する とい う

課題 を示 した。最後にNPOと い う枠組みの限界につ いて論 じ、社会教育行政 に固有の役割について部分的に示 したが、

その包括的な検討にはいた らなかった。NPOの 台頭 を受けて、社会教育行政がある種 の限界 を露呈 している ことに

つ いては、本論文である程度 明らかにできたと考えるが、その処方箋については今後 のさらなる検討が必要であろ う。

1.は じめ に

1998年 の特定 非営利 活 動促 進法 の制 定以 降 、公 的サ ー ビスの担 い手 としてのNPOへ の注 目が 高ま り、 こ

れ とい か に連携 ・協働 す るか とい うこ とが今 日的行 政課題 と して語 られ る よ うに な って久 しい。NPOへ の

期待 につ い ては 、 「行 政 改革 」 にお い て 削減 され る公共 部 門 の受 け皿 として、 政治 的 な 文脈 か ら過度 に注

目 され てい る面 があ る こ とも否 定 で きず 、NPOの 「台頭 」 が、 市民 活動 の実 質 的な拡 大や 、 「協働 ・参画 型

社 会(佐 藤2004)」 にむ けた市 民意 識 の変 化 を どの程 度 伴 うもの かに つ いて は、 よ り実 証的 な検 討 が必 要

で ある と考 える。

他方 、全 国 のNPO法 人数 の着 実 な増加 傾 向 ・)は、社 会 的 なア クタ「 と してNPOが 根付 きつっ あ る こ とを

うか がわせ る もので あ る。 もっ と も認 証 され たNPO法 人 につ いて は、 その規 模 や活 動 内容等 におい て非 常

に多様 で あ り、 中 には市 民 の 自主的 な活 動 に 由来す る もの とは言 え ない 団体 も含 まれ て い るた め、NPO法

人 とい う語 を何か 共通 の 特性 を もつ もの と して語 るこ とに は注意 を要 す る。 ま た、NPOと い う語 をNPO法

人 に 限定 して 用 い るこ と も適 当で はな い ・)。とはい え各 地 の先 駆的 なNPO活 動 の 実践 は 、社会 教 育の 分 野

にお いて もそ の将来 像 を展 望 す る上 で 、NPOの 存在 を無視 して は語 れ な い こ とを示 して い る。 また 、NPO

に 限 らない 市民 の 自主的 な活動 との連携 は、戦 後 の社 会 教育研 究 が一 貫 して追 求 して きた テー マで あ る。

筆 者 は先 に、社 会教 育施 設 のNPO委 託 の事例 の研 究 にお いて 、専 門性 の高 いNPOと の効 果的 な連携 に よっ

て社 会教 育行 政 の充 実 ・拡大 を もた ら し うる こ とを示 し、現在 行 われ て い るNPO委 託 の 多 くが、 経費 削減

を 旨 とす る 「行 政改 革」 の 一手 法 として取 り組 ま紅 る傾 向が あ り、 これ が公 的社会 教 育 にお け る専門性 と

行 政 責任 の否 定 を伴 っ て進 め られ る危 険性 が あ る ことを論 じた(福 嶋2002、 同2003)。 行政 改 革 と同 時並

行 的 に進 め られ るNPOと の連 携 ・協働 は 、これ まで の社会 教 育研 究の 蓄積 を等 閑視 す る もの とな りかね ない。

だ が、 昨今 のNPOと 社 会教 育 を め ぐる状況 は 、 もはや行 政 改革 の手 法 をめ ぐる問題 に と どま らず 、社 会

教 育原 理や 社会 教 育行政 のあ り方 の見直 しを迫 る もの となっ てい る とい うこ とが、筆者 の 問題意 識 で ある。

単 な る社 会教 育行 政 の切 り捨 て の問題 で は な く、社 会教 育行 政 そ の ものの あ り方 の再検 討 が求 め られ てい

る と言 え、そ の具 体 的 な現れ と して観察 され るの が、NPOの 台頭 に と もな う社 会 教 育行政 の埋没 化 とも言

え る状 況 で あ る。 本稿 で は こ うした状 況認 識 の も と、社 会教 育原 理 ・社 会教 育行 政 の見 直 しの課 題 につ い

て検討 す る。
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2.市 民 一 行 政 関 係 に お け る社 会 教 育 行政 の 埋 没 化

(1)NPO支 援 に お け る社 会 教 育 行 政 の 占 め る 割 合

社 会教 育行 政 とNPOは どの よ うな 関係 距離 にあ るだ ろ うか。 両者 の関係 につ いて 量的 な調 査 を行 った も

の と して 、2003年 の調査 『NPOの 教 育力 と社会 教 育の公 共性 をめ ぐ る総合 的研究 』 にお け る、2002年 正月

か ら2月 にか け て行 われ たNPO法 人 の悉 皆調 査 の結 果 を参 照す る。NPO法 人 と諸機 関 ・諸 団体 との関係 の

項 目で は、 法人 格 取 得前 に社 会教 育 行 政 とあ る程 度 以 上 の 関係 が あ る と回答 した 団 体 の割 合 は32.6%と

なっ てい る が、 これ は市 民 団体42.4%、 一般 行 政47.7%、 地縁 組 織39.7%、 マ ス コ ミ33.0%よ りも低 い

数 字で あ る。 また法 人格 取得 後 で は44.2%が 社会 教 育行 政 との 関係 が ある と回答 してい るが 、 これ は 市民

団 体68.3%、 一 般行 政64.7%、 地縁 組織54.3%、 公共 機 関のNPO窓 口53.0%、 マ ス コ ミ47.3%よ りも低

い数 字 で あ り、 法人格 取 得前 に対 す る取得 後 の増加 も他の機 関 ・団体 と比べ て低 い(38-41頁)。

諸機 関 ・諸 団体 か らの支 援 にっ い て の項 目で は、 社 会 教 育 行 政 か ら支 援 を受 けて い る団 体 は 全 体 の

43.8%で あ るが 、そ の 内容 をみ る と、受 けて い る支援 の約 半数(全 体 の23.3%)は 施 設利 用で あ り、広 報

面 での支 援 が約 四分 の一(全 体 の10.1%)、 「助 言 ・指導 」 につ いて は全体 の7,5%の み とな ってい る。 「助

言 ・指導 」 につ いて社 会教 育 行政 以外 の諸 機 関 ・諸 団体 と比較 す る と、市 民 団体 か ら30.9%、 公共機 関の

NPO窓 口か ら27.6%、 一般 行 政 か ら19.9%のNPO法 人が 「助 言 ・指導 」 を受 けて い る と回 答 してお り、 こ

れ らに比 べ て社会 教 育行 政 のNPOに 対す る 「助 言 ・指 導」 は非 常 に低 く、 高等 教育機 関(13.3%)や 民 間

企 業(9.0%)よ りも低 い 数字 となっ てい る(43頁)3)。

市 民 の 自主的 な活 動 を支援 ・育成 す る こ とは戦後 社 会教 育行 政 の 中心的 な 課題 とな って きた。 しか し実

際 にNPOが 社 会 教 育行 政 か ら受 け てい る支援 は～ そ の多 くが施 設利 用 や 広報 面 で の支 援 で あ る。 これ は、

市民 が 自由 に学習 活 動 を展 開 し うるた めの 環境 醸成 と して 、社 会 教育 行政 の重 要 な役 割 で ある こ とには違

い ないが 、社会 教育 行政 で な けれ ば提 供 で きな い性格 の もの で はない。 そ の専 門性 が発 揮 され るはず の 「助

言 ・指 導 」 とい う項 目の数 字 の低 さを見 る 限 り、社会 教 育行 政 の教育 的 専 門性 を生 か したNPO支 援 は非 常

に少 ない と考 え られ るの であ る。 逆に言 えば、多 くのNPOが 社 会教 育行 政 か らの専 門的 な支援 を受 けず に、

も しくはほ とん ど関 わ りを持 たな い と ころで生 起 し、活 動 して い る とい うこ とにな る。

(2)一 般 行 政 部 局 のNPO支 援 施 策 の 拡 大

2003年 の シー ズ=市 民活 動 を支 え る制 度 をっ くる会 に よる 『地 方 自治体 のNPO支 援 策 等 に関す る実 態調

査 』 に よる と、全 国 の都 道府 県 の95.7%、 市 区町村 の71.5%がNPOを 所 管す る部 署 を設 けて お り(23頁)、

そ れ を通 じて さま ざまな支 援 策 が行 われ っっ あ る。 これ らの多 くは～般 行 政部 局 の管 轄で あ り、社 会 教育

行 政 をは るか に上 回 る規模 で 、支援 ・連 携 が行 われ て い る。 さ らに、 その 一つ で あ るNPO支 援 セ ン ター等

の中間:支援施 設 につ い ては 、そ の機能 が祉 会 教育 施設 と類 似 して い る との指 摘 もある(櫻 井2003)。

ま た、大 阪 府 が2000年 度 か ら3年 間 にわ た って 実施 した 「ボ ラン テ ィア活 動 活性 化 プ ロジ ェ ク ト公 募

事業 」 の よ うに、 ボ ラ ンテ ィア の養成 とい う社 会教 育 と課 題 を等 し くす る事 業 が、NPO担 当部 局 を通 じて

委託 事 業 と して行 われ 、受託NPOが 専 門 とす る分 野 に該 当す る担 当課(例 えば在 日外 国人 問題 に 取 り組 む

NPOに 対 す る国 際課)と のつ なが りを強 める方 向 で展開 され て い る場 合 もある(大 阪 市教 育委 員会2001)。

一般 行 政部 局 のNPO支 援 の拡大 と同時 に
、行 政 の各 部局 が それ ぞれ に専 門分 野 の重 な る 腫POと の連 携 を

強 め よ うとす る傾 向 がみ られ 、祉会 教 育行 政 は こ うした動 きか ら取 り残 され つつ あ る と言 え る。

(3)NPOを 支 援 す るNPOの 発 展

『NPOの 教育 力 と祉会 教育 の公 共性 をめ ぐる総合 的研 究 』 にお いて 、最 も多 くのNPOが 「関係 があ る」・「助

言 ・指導 を受 けてい る」 と回 答 して い るの が 「市 民 団体 」で あ る。 中で も、 現在NPOを 最 も積極 的 かつ専

門的 に支援 を行 って い るのが 、 中間支援 組 織 と呼 ばれ るNPOを 支 援す るNPOで あ る。NPOを 対象 と した教

育 ・研 修 や情 報提 供、 専 門家 に よ る助 言等 に取 り組 ん で い る団体 が多 い。 大 阪府 下のNPOの 支援 を 目的 と

す るNPO法 人 大 阪NPOセ ンター を例 に とる と、NPOに 関す る基礎 的 な講座 か ら、 法人 立 ち上 げ に関わ る書

類 の準 備 等の 実務 面 のサ ポー ト、弁護 士 ・税 理 士 によ る有料 相 談、 中小 企業 診 断 士に よ る運 営 の コ ンサル
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タ ン トに至 る まで、 幅広 い支 援 を行 ってい る。 、

中間 支援 組織 にお いて は、NPOの セ クター と して の発 展 を 爵的 とした政 策提 言や 、調 査研 究 ・実践 報告

が活 発 に行 われ て お り、研 究者 を ス タ ッフに擁 し高等教 育機 関に も劣 らない 高い 専門性 を有 して い る団体

や 、独 自にNPOに 資 金援 助 を行 って い る団体 もあ る。NPO支 援 セ ンター の運 営やNPO支 援 施策 を行 政 か ら

委託 され てい る団 体 も多 く、行 政 とNPOと の仲介 役 と しての機 能 も担 って い る。

この よ うにNPOセ ク ター は、 中間 支援 組織 を中心 と した相 互の ネ ッ トワー クを通 じて 、 自律 的 にそ の力

量 を高 め る仕 組 み を一 定整 えつ つ あ る。 一般 行政 にお け るNPO支 援 と、NPO相 互 のネ ッ トワー クが連携 し

てNPO支 援 を行 う とき 、専 門性 の面 で も支援 の規 模 の面 で も、社 会教 育行 政 は太刀 打 ち でき ない と考 え ら

れ る。NPO側 か ら見 る と、社 会 教育 行政 に よる支援 や これ との連 携 は、 メ リッ トに乏 しい もの と して 映 っ

てい る可能 性 があ る。

(4)社 会教育行政のNPO委 託の拡大

先述の社会教育施設のNPO委 託を取りあげた事例調査では、委託による効果としてサービスの向上や市

民の参加の拡大が現れている事例があった(福 嶋2002)。 石井山竜平(2004)は 「現在の社会教育職員は

当該地域の情報や課題把握、リソースの発掘の機会を失って」いること、「住民参加の質の低さが、その

延長に創 られている市民性を限定してしまっている」ことを指摘している(71頁)が 、上記のような事例

はこうした指摘を実証するものと言える。もちろん、社会教育行政の委託はさまざまな問題を含んでおり、

ここで単純に肯定はしない。 しかし、委託による新しいサービス提供主体の導入が、従来の社会教育行政

の問題を顕在化させる契機となっている面があることには注目する必要があると考える。それぞれの自治

体の社会教育行政に対する姿勢の違いが影響しているとはいえ、部分的にはNPOは 社会教育行政を凌駕す

る専門性を有する場合があるといえる。もっとも、社会教育行政の委託については、NPOを 対象とするも

のにとどまらず、民間企業や地域団体等を含むさまざまな委託が推進されているが、その問題はここでは

論 じない。

以上のように、社会教育とNPOを めぐる昨今の状況は、市民一行政関係における社会教育行政の役割の

相対的な低下を示すものとなっており、これは社会教育行政の埋没化状況とも呼べるものである。NPOの

登場は、多くの点で従来の社会教育行政の在 り方を問い直すものとなっていると考える。末本誠(1997)は 、

NPOの 登場が日本の社会教育に提起する問題として、①国家関与型の組織 ・制度論、②社会教育における

参加論、③有償の社会教育活動の意義の三点について、再検討の必要性を指摘する。この論考は、祉会教

育研究として最も早く、NPOの登場を社会教育原理・社会教育行政の見直しを促すものと捉えたものと言え、

社会教育行政とNPOを めぐるさまざまな事例が現れつっある今日、実践的な観点からこの議論を再検討す

る必要があると考える。本稿では主に①について、前述の社会教育の埋没化状況において、社会教育行政

が直面している問題を検討する。

3.国 家関与型組織 ・制度論の再検討一NPO支 援のあり方をめ ぐって

(1)社 会教育行政の国家関与型制度化の限界と問題

末本(1997)は 「社会教育の組織化(制 度化)の 担い手として、日本の社会教育は戦前戦後を通 じ一貫

して国家の関与を不可欠の要件としてきた」(96頁)と 述べ、公的保障論の擁護の立場から国家関与型の

組織化を一定評価しつつ、その画一化や官僚化を問題としている。前飾で概観 した社会教育行政の埋没状

況は、国家関与型の組織化の限界を示すものとも言えるだろう。戦後社会教育は、国家統制的機能として

の 、「上からの社会教育」ではなく、社会改革的機能としての 「下からの社会教育」を志向し(宮 原1950)、
市民の自主的な課題解決を教育面から支援するこどをその中心的な役割とし、主体形成の支援 としての市

民学習組織の組織化は重要な課題の一つとされてきた。今 日NPOが 自主的 ・主体的な課題解決に取り組む

市民による運動 ・学習組織にあたることは論を待たない。 しかしすでに述べたように、NPOを 支援するに

あたって、社会教育行政による専門性を生かした実効的な支援が非常に乏しい状況が現れている。戦後の
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社会 教 育行 政 は 、 自 らを 市民 活動 に最 も近 い行政 部 門 と任 じてき た と思 われ る。 しか し実 際 には、 社会 教

育行 政 との関 わ りを ほ とん ど持 た ないNPO活 動 が 多様 な広 が りを もって展 開 され て きた ので あ り、社会 教

育 にお け る市 民活 動支 援 は、社 会 教 育行 政 の視 野の 外 にあ る さま ざま な活動 を、意 図的 で は なか った と し

て も支援 の対象 か ら除 外 して き たの では ない だ ろ うか。 そ の一方 で 、公 民館 等 の講座 にお いては 、 学習 グ

ルー プ の 自立化 が常 に課題 とされ てお り、社会 教 育関係 団 体の行 政 依存 体質 も指 摘 され て きた。

こ こに、現 在 活発 に活 動す るNPOに 代 表 され るよ うな課題 解 決 に向 けて 自立 的 ・主体 的 に活動 す る市 民

組 織 を、社 会教 育行 政 は育 成 ・支援 す る こ とが本 当 に可能 な の か、 とい う問 い があ らわ れ る。、今 日活 発 に

活 動 す る岬0は 、社 会教 育行 政 に よ る専 門 的な支 援 を必 要 としてい るめ だ ろ うか。む しろ社会 教育 行政 の 「世

話 」 を うけ る こ とな く、 自立 的 に発 展 して きたNPOが 数 多 く存在 す るこ とが、前 節 で も確 認 され て い るの

であ る。 戦後 初期 の社会 教 育研 究 にお い て、津 高 正文(1956)が 「民 主 的な グル ー プや仲 間 」 を 「社 会教

育 関係 者 の力 で作 っ た り、、中心 にな っ て育 てた りす るこ と」 に対も て は 「否定 的 な答 え しか 出来 ない 」 と

述 べ た こ と(43頁)や 、1959年 の社会 教 育法 改正 にお け る社 会教 育 関係 団体 へ の補助 金支 出 に対 し、社 会

教 育研 究が ほ ぼ一致 して反 対 の立場 を とった こ と ・}が想 起 され る必要 が あ ろ う。 朝 岡幸彦(2001)は1959

年 の社 会教 育法 改正 以 降、社 会教 育 団体 と行 政 との 関係 は ノー サ ポー ト・ノー コ ン トロー ル か らサポー ト・

バ ッ ト・ノー コ ン トロール の原則 の重 要性 が強調 され るよ うに なっ た と述 べ て いる(164頁)。 しか しこれ

は結 果 と して 、 「サ ポー ト」 の領域 で行 政 依存 的 な 団体 を温 存 ・育成 す る一 方 で、 「ノー サ ポー ト」 の領 域

にNPOの よ うな 自立的 な団 体 が生 起 して きた とい うの が現実 に近 い ので はな いだ ろ うか。社 会 教育 行政 は、

あ らた めて その サポ ー トの 内実 と実効 性 を問 われ る必 要が あ るだ ろ う。

また 、 「社 会教 育 を行 うもの」 と.して のNPOの 増 加 や、NPOを 「学習 す る組 織」(佐 藤2004)と とらえて

そ の教 育力 を検 討す る近年 の研 究 をふ ま え るな らば、 社会 教 育 関係 団体制 度 の あ り方 につ い て も、 当然 再'

検 討 が も とめ られ る。市 民 団 体へ の 補助 金 支給 にっ い て は、憲 法89条 との整 合 性 を検 討 し、積 極 的 に こ

れ を進 め て ゆこ うとす る 自治 体 がす で に存 在 してい るが5)、 社 会 教 育関係 団体 への 補助 金 支 出の根 拠 に つ

いて も、あ らた めて論 じ られ る必 要が あ ろ う。

(2)社 会教育行政 ・社会教育職員の専門性の限界

社会教育行政がその専門性を生かした支援をNPOに 対して効果的に行ってこなかったと考えられる点に

っいては、もう一つの要因を社会教育行政の専門性の観点から検討する必要がある。NPO支 援に占める社

会教育行政からの指導 ・助言が、他機関と比べても非常に低い率にとどまっている背景には、社会教育職

員がNPOに 対して指導 ・助言を行いうる専門性を有していないことが考えられるからである。

社会教育職員の専門性の不足については、頻繁なジョブローテーションによるノウハウ継承の途絶や行

政改革による職員の多忙化等を指摘する議論もある(石 井山2004)。 しかし、社会教育職員が専門職とし

てその力量を十分に発揮できれば解決される問題ととらえるより、社会教育行政における専門性のありか

たそのものが問われているととらえるべきだと考えるげつまり問題は、多様化 ・高度化する市民活動の展

開と、市民活動セクターにおける知の集積に、一行政職員としての社会教育専門職または一行政部局とし

ての社会教育行政が対応することが、原理的に困難となってきているということではないだろうか。NPO

と一般行政部局との連携を強める傾向や、中間支援組織に代表される高度な専門性をともなうNPO支 援の

広がりは、専門性の面で社会教育行政の限界を問うものと言える。

したがって、社会教育主事の専門性にっいての再検討が求められる。もともと社会教育主事の専門性と

は、国家関与型の組織・制度を前提として、行政のかかわる範囲に限定された専門性であるという面が強く、

より一般的に通用する知識 ・技術の蓄積が必ず しも行われてこなかったのではないだろうか。NPOが さま

ざまなかたちで展開する学習活動は、その多様な課題内容 ・方法 ・質において、社会教育の領域を大きく

広げるものといえるが、社会教育主事の専門性はその幅広い領域に対応できていないと考えられる。また

NPOが 専従職員を雇用してより専門的な力量を高めようとする時、粗織作 りやスタッフの育成という面で

もこれまで以上に高度な支援が求められる。経済学 ・経営学 ・公共政策学等を中心としたNPO研 究におい

ては、NPOス タッフの専門性の確立を課題 として、財務 ・法実務 ・組織運営 ・マーケティング ・ファンド

レイジング ・人的資源管理等を含んだ大学院レベルのカリキュラムまでが提起されている(日 本NPO学 会
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NPO教 育研 究会2001)。 これ はア メ リカのNPO教 育 を参 照 した もので あ り、今 日の 日本 の状 況 にお い て ど

れ だ けの有 効性 を もち うる ものか は疑 問 もあ るが 、 もはやNPOの 支 援 にお い て、従 来 の社 会教 育主 事の 専

門性 のみ で対応 す る こ とは 困難 であ る とい えよ う。

(3)社 会教育の 「終焉」論の再検討

ここまで論じてきた社会教育行政の限界についての議論は、かって松下圭一(1986)が 論じた社会教育

の 「終焉論」における問題提起と相当程度重なるものである。松下はその著書 『社会教育の終焉』におい

て、「なぜ、日本で、〈社会教育〉の名によって、成人市民が行政による教育の対象となるのか、という問題」

を一貫して追及 している。その上で、

1)社 会教育行政ないし公民館がなくとも、市民文化活動は自立して存在している

2)市 民文化活動の多様化 ・高度化のもとでは社会教育行政による指導 ・援助はもはや不可能である

と述 べ て、社 会 教育 職 員 の不 要論 を展 開 してい る(63頁)。 さ らに、本 来 自治 体 を挙 げ ての政 策 課題 とす

べ きこ とまで を社会 教 育行政 が課 題 と して取 り込 も うと して い るこ とを論 じ、

市民参加 ・自治体改革をテコとして自治体機構全体による 〈政策〉として解決されるべき政治 ・行政課題

が公民館職員による 〈教育〉で対応しうるというような理論構成では破綻するのは当然である(53頁)

と述べ て 、社会 教 育行 政 自体 を解 体 す べ き こ とを論 じて い る6)。 やや 一 面的 な 主張 で あ る とい うき らい は

あ るが 、 こ こで述 べ られて い る こ とは 、 この節 で論 じて きた社 会 教育 行政 の再 検討 の 課題 につ な が る もの

で あ る。 松 下の 「市 民文 化活 動 」 とい う用語 をNPOに 置 き換 えて読 めば、NPOに 関わ る社 会教 育職 員 の専

門性 の 問題 、NPO関 連施 策 にお け る一般 行 政 に対 す る社会 教 育行 政 の埋没 化 の 問題 は 、既 に松 下 に よって

論 じられ て きた問題 で もあっ た といえ よ う。

都市型社会の成熟は市民文化活動の活性化を、量質ともに、っよくおしすすめていく。この市民文化活動

のゆたかさにくらべるとき、行政による文化政策、そのなかでも社会教育行政施策はその比重を低下させ

ていく。(73頁)

と松 下 が述 べ る とき、 その 状況認 識 はNPO活 動 が さま ざま に展 開 され よ うとしてい る今 日の状況 に非 常 に

良 く当ては ま るよ うに思 われ る。

松 下 の 「終焉 」論 に対 して は 「ご く一 部の 先進 的事 例 を全体 にあて は めよ うとす る誤 りを犯 してい る」(末

本198772頁)と い う批 判 が あ るが 、NPOを は じめ とす るさま ざまな市 民活 動 の社 会 的認 知 が進 む今 日、

「ご く一部 の先 進 的事 例」 が全 体 的な状 況 として広 が りを もちっ っ あ るの が、NPOの 台頭 を迎 え た今 目的状

況 であ る可能 性 が あ る。 筆者 は松 下の終 焉論 を全 面的 に肯 定す る もの で はな い し、 自立的 に 学習す る市民

の存在 を所与 の もの とす る議 論 に は疑 問 もあ る。 しか し社 会教 育行 政 の埋 没化 とい う状況 は 、今 日的課 題

と して終焉 論 の再検 討 の必 要 を示 唆 す る もの と言 え る。

4.社 会教育の再構築に向けた課題 と社会教育行政の役割

(1)藤 原英夫の社会教育論と社会教育NGO's

前節では、杜会教育行政の埋没化とい う状況を受けて、社会教育行政の直面する問題について検討した。

これらの課題に対する処方箋を示すことは容易ではないが、一っの有益な示唆を与えるものとして、藤原

英夫の社会教育論と社会教育NGO's概 念を検討する。

藤原(1g74)は 、社会教育法の定義等を検討し、社会教育とは 「学校教育法に基づく学校教育以外の組

織的教育活動」であると概念定義している。またここで言 う 「組織的な教育活動(systematicactivities
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ofeducation)」 とは、意図的、計画的な教育活動のことであって 「教育事業(educationalservices)」

と言い換えても良いものであると述べている。その上で、実質的な意味で社会教育法第二条に該当する社

会教育が、社会の広範にわたって存在することを指摘 し、そのような諸事業のうちに国や地方公共団体が

推進する諸事業があり、さらにそれらのうちに特に文部省や教育委員会が推進する諸事業があるというよ

うに1社 会教育の範囲を理解すべきであるとしている。

さらに藤原は、社会教育とは学校教育以外ゐ教育事業であるという観点から、社会教育関係団体の 「団体」

は 「機能体」や 「事業体」を意味するものと考えるべきことを指摘しており、非官設機関としての 「NGO's」

という概念で社会教育関係団体を捉えることを提起している(藤 原1974同1979)。 この場合、私立図書

館や私立博物館等の社会教育法に掲げられている諸機関で私立のものすべてが社会教育関係団体の範疇に

入ると論じている。このような見方をすることで 「社会教育法制定の際に総則に続く第2章 を社会教育関

係団体に充てたことの意義が、きわめて鮮明に浮き出てくる(藤 原197919頁)」 と述べ、「国民 ・住民

のさまざまな組織体が、国や地方公共団体の行政当局との間に従属的ではない関係を樹立しつつ、ときに

相呼応 して公衆に教育的サービスを提供する、といった教育構造が目指されていたともい.えよう(藤 原

同前)」 と論じている。藤原は生涯教育の推進と社会教育NGO'sの 役翻増大は不可分の関係にあると論じ、

その役割に注 目しているが、NPOが 注目される今日の議論を先取りするものと言える。 しかし社会教育

NGO'sと いう藤原の提起が、その後の社会教育研究で深められてきたとは言えない。

従来の社会教育研究においては、公民館活動を中心とした社会教育行政に主に関心が向けられ、社会教

育関係団体や住民運動等の市民活動については、社会教育行政との関係性において、主に支援 ・連携の対

象として位置づけられてきたといえる。上述の藤原の提起は、このような社会教育行政中心の社会教育観

に転換を迫るものであり、社会教育NGO'sと いう観点は、社会教育行政の施策の対象としての社会教育関

係団体像を大きく転換するものである。国家関与型の組織・制度論の行き詰まりを打破する一つの有効な

観点を提供するものといえよう。この場合、社会教育関係団体とは、もはや社会教育行政に従属する存在

ではありえず、独自の専門的力量を有する社会教育事業主体として位置付けなおされるのであり、社会教

育におけるNPOと はまさにそのようなものとしてとらえられる必要があろう。

社会教育行政中心の社会教育観に転換にあたっては、社会教育職員の専門性についてもその再構築が課

題となろう。この場合、社会教育行政に固有の専門性を想定するというよりは、一般行政 ・社会教育団体・

等を含めた幅広い社会教育事業の担い手としての専門性概念が求められる。既に見たようにNPOの 台頭は、

社会教育行政にとどまらずさまざまな行政分野が市民活動との接点を持つことにっながっており、また同

時にそれぞれのNPOが 独自の社会教育事業を展開している。このような市民活動を支援 し、全体として市

民自治の力量形成に繋げるためには、より汎用性の高い教育的専門性を有する人材が、社会教育行政のみ

ならず一般行政部局や社会教育団体の職員としても存在する必要があるだろう。その専門性の内実を検討

することは本稿の限界を超えるものだが、社:会教育における専門性概念は、このようなものとして再構築

される必要があるといえる。

(2)NPOと いう枠組みの限界と社会教育行政の役割

社会教育行政が常に社会教育の中心であるとは限らず、社会教育における専門性も社会教育行政が独占

すべきものではないとい うことが前節までの結論である。それでは社会教育行政の存在意義とは何だろう

か。それはむしろNPOと いう枠組みの限界を検討することから導かれるものだと考える。

政策的にも社会的にもNPOの 存在が非常に注目されているが、例えば地域課題の解決や住民自治という

ことを考える場合に、NPOを 中心に議論を組み立てることには限界があるのではないだろうか。NPOは 多

様な価値観を反映する存在である一方、地域性は必ずしも高くない。むしろ、より希少なニーズに対応す

るNPOほ ど地域性を失 う傾向にあると考えられる。またNPO法 人については、NPO法 における 「不特定か

つ多数」の要件について、制定当時の管轄部局である経済企画庁国民生活局余暇・市民活動室(1999)が 「そ

の対象とする地域が 「市町村」より狭くなり、その地域が受益者が明確に特定できるほどの狭いものとな

る場合には、要件を満たさない場合もある」(10頁)と 説明しており、ある程度の地域的広がりをもつこ

とが求められている。
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しか し、課題 に よって は よ り地 域 的 な対応 が求 め られ る こ とも ある だ ろ うし、地 縁的 な人 のつ なが りが

求 め られ る場 合 も ある と考え る。 この よ うな場 合 に、NPOと い う組 織 形 態は 、必 ず しも有効 に働 きえ ない

可 能性 が ある ので はない だ ろ うか。NPOは 利 潤 を分 配す るこ とはで きな いが 、自助 的 ・互 助 的な組 織 として、

地域 に利 潤 を分 配 し うる組 織 の方 が よ り効 果 的 に課題 解決 に取 り組 め るこ ともあ るだ ろ う。 ま た、組 織 さ

れ ない個 人 に よる ボラ ンテ ィアが 重要 な役 割 を担 うこ とも考 え られ る。

石 井 山(2004)は 、篤 志家 に よる寄付 文化 に支 え られ 、社 会 や他 者 の た めの慈 善団 体 ・事 業体 が 中心 で

あ るア メ リカ の法制 度 を雛形 と して い る現行 のNPO法 制 が、 相互 扶助 の行 動原 理 に よっ て営 まれ て きた従

来 の 日本 の ソー シャル ・キャ ピタル を支援 す る上 で接続 の悪 さをは らん でい る こ とを指摘 してい る。 関連

して、従 来 型 の地 縁組 織 とNPOの 担 い手 の 世代 格 差 も指摘 でき7)、NPO活 動 が社 会 の様 々 な層 に 同程度 に

浸透 してい る とは考 え に くい。 む しろNPOと は非 営利 原則 の も とでサ ー ビス提 供 を 旨 とす る市 民活 動 の一

形 態 と考 え るべ きで あろ う。

さらに現 状 で は、す べ て の人 に等 しくNPO活 動 をお こな う機 会 が保 障 され て い るわ け では な い ・}ため 、

NPOの 参 加 は 特定 の階層 に偏 って配 分 され るお そ れ が あ る。 また 、NPOに よっ て代 表 され る地域 課 題 が、

必 ず しも地域 市民 の 生活 課題 を反 映 しない 可能性 もあ る。 こ うした 問題 を とらえて 初谷 勇 は次 の よ うに論

じて い る。

選挙を通じた政治参加以外に、公共財配分の意思決定に参加し得る多元的なバイパスの数が増えれば増え

るほど、人々の自立的な政治参加の活性化として讃えられるべきことになるのだろうか。(中略)NPOと い

うバイパスを利用しない、あるいは、できない個人が疎外される社会であっては厚生が高まるとは評価で

きまい(初 谷200171頁)。

初谷が示唆するのは、NPOの 参加の拡大が、場合によっては市民間の格差の拡大につながる恐れであり、

NPOの みに注目して市民活動を語ることの危険性を示すものである。松下の 「市民文化活動」についても

同様の問題が指摘できる。活発に活動する市民によって顕在化させられた課題やニーズのみに注目するこ

との限界が認識される必要があるだろう。

従来社会教育行政は、公民館等の場の提供や生涯学習講座などの機会の提供を通 じて、さまざまなサー

クルや学習グループなどの市民の自主的な活動を支援してきた。また地域単位で市民自治の担い手となり

うる主体の形成を目指した多くの研究 ・実践の蓄積がある。こうした市民主体のさまざまな活動との接点

を持ち、そのための条件整備や支援を行 うことは、NPOに 対する期待と注目が高まっている今日において

も決してその意義を失ってはいない。NPOと いう枠組みに含まれないこうした草の根の市民活動に対する

視点は、社会教育に固有のものとして持ち続ける必要があるだろう。もっとも、そのサポー トの内実が課

題となることは先述のとおりである。

さらに、市民の自主的な活動として表に現れてこない潜在的ニーズの掘り起こしやアウトリーチは、社

会教育行政が従来課題としてきた問題である。積極的に学習 ・行動する市民像は現代においても」般的な

ものとは言えず、何 らかの教育的働きかけによって顕在化するニーズは少なくない。もちろん教育的働き

かけをおこな うのは社会教育行政に限らない。しかしそのことは、公的な学習保障として社会教育行政の

重要性を減じるものとはいえない。

従って社会教育行政は、NPOの 支援や育成においてその存在意義を主張するのではなく、顕在化してい

ないさまざまな社会的ニーズにこたえることにこそ取 り組むべきだとい う結論が導かれる。この点に、一

般行政部局とはことなる固有の役割を見出すべきであろう。もちろん他の行政部局と同様に社会教育行

政にと?て も、NPOは 重要なパー トナーであり得るし、同様の課題に取り組む、もしくは行政に先行する

NPOと の連携の必要性はいうまでもない。しかし、NPOの みを市民を代表する存在ととらえて施策の対象

とすることが、杜会教育行政の固有の存在意義を失 うことにっながるであろうことは、本稿で検討 したと

、おりである。多様な社:会教育主体との連携を図りつつ、すべての市民を視野に入れた施策の展開9)こそが

求められるのであり、それはNPOに 注目が集まる今日においてますます重要な課題であろう。
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5.お わ りに

本論文では、NPOの 台頭が市民一行政関係における社会教育行政の埋没化を招来 していることを示し、

社会教育行政が直面する問題を提起した。さらに、社会教育行政中心の社会教育観を転換し、その専門性

概念を再構築するという課題を示した。最後にNPOと いう枠組みの限界にっいて論 じる中で社会教育行政

に固有の役割を示すことを試みたが、その包括的な検討には至っていない。とりわけ、社会教育行政が教

育委員会のもとに一般行政とは独立して位置づけられていることの意義については、議論がおよんでいな

い。社会教育行政については、生涯学習行政への組み換えに伴 う首長部局への移管の動きも現れており、

その存在意義と固有の役割については今後も議論の対象となるだろう。NPOの 台頭を受けて、社会教育行

政がある種の限界を露呈していることにっいては、本論文である程度明らかにできたと考えるが、その処

方箋については方向性を示すにとどまった。今後の更なる検討が必要である。

<注>

1)全 国で認証 され たNPO法 人数は、2002年3月 の段階で6579法 人、2003年3舟 で10664法 人、2004年3月 で

16160法 人、2005年3月 で21286法 人 と、着実に増加 している(数 字 は内閣府NPO公 式ホームページhttp://w

猟npo-h。mepage.go.jp/2005年11月20日 確認 よ り)。

2)本 稿 では市民の 自発的な活動 に基礎をお く非営利 の事業体を想 定 してNPOと 呼ぴNPO法 人であ るか否 かは問わ

ない。

3)社 会教育 を中心分野 とす るNPOに 絞ってみて も、社会教育行政か らの助言 ・指導 はここで挙げた他 の機関 より

低い。

4)こ の ときの議論 について は、 目本 社会教 育学会編1964『 自治体 と住民の学習計画』 東洋館 出版社 を主に

参照 した。

5)横 浜市 は1999年 の 『市民活動推進検討委員会報告書』において憲法89条 と市民団体へ の補助金支出の整合性

について検討 し、一定の条件 の下での補助金支出は憲法89条 の禁ず るところではない とい う結論を出 してい る。

6)も っ とも松下 も一方的に社会教育行政 を解体せ よとのみ論 じているのではなく、教 育に携 わる専 門職員が配置

された公民館 と住民の 自主管理 のコミュニテ ィセンターの どちらを選択す るかは、市民 の選択にゆだねるべき

問題だ と述べ てい る(松 下 同前64頁)。

7)『NPOの 教育力 と社 会教 育の公共性 をめぐる総合的研 究』 によると、ス タッフの平均年 齢が40代 までのNPOが

全体の84..3%を 占めてい る。他方 、大阪市地域婦人団体協議会2000『 大都市の地域婦人団体(調 査報告書)』

によると、大阪市の婦人会会員の年齢構成 は、50歳 以上が75.2%を 占めてお り、会員の高齢化 が指摘 され てい

る。母集 団が違 うため単純 な比較 はで きないが、NPOと 地域 団体 とでは構成員の世代格差がある ことが十分考

えられ る。

8)NPO活 動への参加は無償 も しくは低賃金の労働や金銭的負担を相 当程度 ともな うものであ り、NPO活 動の実働ス

タッフ として携 わるメンバーに圧倒的に女性 が多 い とい う状況はその ことの現れ ともい える。 ここでは関連 し

て、NPO活 動の評価 におけるジェンダーバイ アスの問題 も無視できない(福 鳴2003参 照)。

9)こ の場合、外 国籍住民を含むすべての住民 に対す る権利保障 とい う観 点か ら取 り組まれる必要があることはい

うまでもない。例えば識字 ・目本語学習の保障な どは、将来的 にも社会教育行政の一つの柱 となる課題ではな

いだろ うか。
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AStudyonthehcre3singPowerofNPOs

andtheRelativeIDecline

-lntheAdministrationofCommunityEducation一

FUKUSHn>IAJun

Recently,theproblemssurroundingtherelationshipbetweennon-profitorganizations(NPOs)apdthe

administfationofcoξnmunityeducationhasnecessitatedareexamlnationoftheadministratlonofcommun董ty

education.ThepurPoseofthispaperistorevealtheissuespertain董ngt6thisreexaminat韮on.

Atthebeginningofthispapeろtheauthorshowsthatthe韮ncreasingpowerofNPOscausesarelative

declineinthestatusoftheadministration6fcommunityeducationinthecitizen-adminis㌻ratio耳relationship.1ρ

ordertorevealtheproblemsthataref乞cedlnthe3dministrationofcommunityeducation,thlspaperdiscussesthe

llm蓋tationsintheadministration.ofcommunityeducationwithregardtonationalcontrola3wellastheiimitationsof

theexpertiseof‡hesupervisorofcommuni妙education.

Therea丘eらareexaminationoftheperspectivethatgovemst恥eadminlstrafionofcommunityeducationand

areconstructionofthe.expertiseofcommuni妙educat韮onpersonnelarepresentedastopicsfbrresearch.Finally,the

limitationsofthe丘ameworkofNpOsaredis6u串sedahdthecharacteristicroleoftheadmin韮strationofcommunity

educationispresented.Furtherresearchisrequiredtopfovide[Note:Pleasecheckthechange.】asolutiontothe

c㎜entproblemthatisfacedintheadministrationofcommunityeducation.
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